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Abstract：With　the　rapid 　sprcad 　of 　groupware　and 　intranet，　elcctronic 　information　sharing 　is　being　carried 　out 　successfully ．　We

expect 　that　it　wi ］1　not 　only 　help　the 　speed −up 　of　business　and 　quick　decision　making 　but　also　realize　the　know且edge 　management ，
For　the　information　sharing 　and 　know −how 　sharing ，　however 　there　are 　various 　questions　such 　as　the　preparation　of 　information
infrastructure，　the　opinion 　of 　workers ，　the　information　literacy　and 　the　organjzationa ］climate ．

In　this　report，　we 　tried　to　grasp　fixed　quantity　relations 　among 　the　organizational 　climate 　and 　the　individual　attribute 　and 　the　in−

formation　sharirlg 　through 　the　questionnaire　conceming 　the　e ］ectronic 　information　shariIlg　through 　groupware　and ／or 　jntranet，　the

opinion 　of 　workers 　and 　the　organizational 　climate ．　ln　consequence ，　it　is　provcd　that　the　information　technologies 　are 　active ］y　uti −

］ized　when 　the　organizational 　climate 　leans　to　be　free　and 　the　individual　attribute　is　growth−oriented 　and 　hardworking　type，

Key 　words ：　Groupware ，　lntranct，　lnformation　Sharing，　Organizational　Climate，
　Survey

1． は じ め に

　近年企業 に お い て情報技術 の 利 用 ，特に 非定型

情報 を扱 う情報技術の 導入 は
，

企 業の 競争力強化

の た め の 有効 な手段 と して 注 目され て い る．情報

技術 が組織 の構 造や職務に与 え る影響 に つ い て は

早 くか ら多 くの 議論お よび研究が なされ て きた［1］一

［5］．また
， ネ ッ トワ

ー
ク コ ン ピ ュ

ー
テ ィ ン グ環境

の 拡充 や イ ン タ
ーネ ッ ト技術 の 発展 に よ り，電子

メ ール や電子 掲示板を利用 して い る企 業で は
， 企

業内の コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン が非同期 ・分散型で も

行われ る よ うに な っ た ．そ して 現 在 ， 情報技 術利

用の 先進企業 で は グル ープウ ェ ア や イ ン トラ ネ ッ

トを利用す る こ と で
， 文書情 報や 非定型 情報 を電

子化 し，部 門を越 えた情報の 共有化が進み つ つ あ

る，こ の よ うな電子化情報の 共有化 は意思決定の

迅速化や業務の 効率化の み な らず，ナ レ ッ ジ マ ネ

ジメ ン トの実現 に つ なが る もの と して 期待さ れ て

い る ．一
方，こ の よ うな新 し い 情報技術 を導入 し

て 十 分な効果 を発揮 する た め に は 利 用 す る人 々 の

意識 や組織風土，組織 に お け る ル ー
ル ・制 度な ど

と の バ ラ ン ス の 取れ た形 で の 運用が重要 で ある と

考え られ る．

　実 際多 くの 企 業へ の 情報技術 導入事例 が 報告 さ

れ る 中，十分活用 で きて い な い とか効果が 出て い

な い と い う報告［6］もみ られ る ．また郵政研究所 の

報告書 ［7］の よ うに ， 現状 を調査 し，企 業が 知的資

産管理 を推進 し て い くた め に は ，情報技術 ・イ ン

フ ラ面 の取 り組 みが 大切 で ある が
， 企業風 土 ・文

化が促進要 因 となる など の 報告 も見 られ る．しか

しな が ら，これ らの 報告 で は調査デ
ー

タ を単純集

計に よ り分析 ・考察 して い る．本研 究 で は ， 情報

共有 と組織風土 ・個 人属性の 関係 を捉 える ため
，

ア ン ケ
ー

ト調査 デ
ー

タを数量化理論 m 類 な どの 多

変量解析手法 を適用 して分析 し考察す る．

　なお本研 究で の 情報技術 とは
，

グ ル
ープウ ェ ア
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や イ ン トラ ネ ッ トをは じめ とする非定型情報 を扱

うシ ス テ ム と して利用 され る技術 で ある．またグ

ル ープ ウ ェ ア は ， い ろ い ろ と 定義 され て い る が

［8ユ［9］こ こ で は コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン ッ
ー

ル と して 非

定型情報 を扱 うソ フ トウ ェ ア と捉えて い る ．また

イ ン ト ラ ネ ッ トは
，
HTML 言語 を用 い た イ ン ター

ネ ッ ト技術 を利用 した グ ル ープウ ェ ア と捉 えて い

る，ただ し，企業 に よりグル ープウ ェ ア
・イン トラ

ネ ッ トの 使 い 分 けが あ る事を認識 し，本調査 にお

い て それぞれを表記 し質問項 目を作成 した ．

2．情報共有 と組織風土 ・ 個 人属性の 定義

　 こ こ で は 本研 究で用 い る情報共有 ・組織風 土 ・

個人属性の 定義 を行 う．

　石川［10］に よ る と情報共有 と は
， 「企業内の 人 と

人 ，人 と組 織，組織 と組織の 間で の デ
ー

タ ・情

報 ・知識の 共有 ， お よ びサ プ ラ イヤー ・企業 間，

企業 ・カ ス タ マ
ー間，サ プラ イヤー ・企業 ・カ ス

タ マ
ー間で の デ ータ ・情 報 ・知識 の 共有で ある」

と して い る．また ， 近年情報技術 を用 い 業務 を進

め る こ とで 情報 が 蓄積 ・整理 ・共有され る シ ス テ

ム な ども利用 されて お り，機能的 に も多様 な情報

共有が進 ん で きて い る．本研究で 取 り扱 う情報共

有 とは ，物理的 に は上 記石川の 定義の もと に，機

能的に は特に限 定す る もの で は な い が ，企業内で

行わ れて い る コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン を含 む広 い 範 囲

で の 情報共有 と考 え，グ ル ープ ウ ェ ア や イ ン トラ

ネ ッ トの コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン ツ
ー

ル の 利 用 に よる

電子 化 され た文書情報 や 非定型情報 を も含 む様 々

な情報の 共有 と して捉えて い る．

　また，組織風土 ・個人属性 と して は
， 本研 究の

調査 に用 い た 羽 石 ら ［11］は 以下 の よ うに 定義 し て

い る ．

　組織風 土 と は
， 「組織 の 成員 に 共有 され る社 会

的 態度 や 規 範の 体 系 で ，行動 基準 ，価 値観 ， 信

念 ， 慣行 ， 態度 ， 雰 囲気 など を統合 し，仕事環境

の 中で 生活 し活動す る 人が 直接的ある い は 間接的

に知覚 し ， 彼 ら の モ チ ベ ーシ ョ ン お よび行動に 影

響を及ぼす 測定可 能 な集 団の 中で の 行動 の 特性 を

示す もの で ある」
注 1〕

と して い る ．
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　個 人属性 は ，「代表 的 な もの と して は
，

モ チ ベ

ーシ ョ ン
，

パ ー
ソ ナ リテ ィ

，
ライ フ ス タイ ル等が

ある が ，モ チ ベ ーシ ョ ン ・パ ーソ ナ リ テ ィ に つ い

て ，直接的 に労働意欲 を とら える方 法で は な く，

動機 づ けや 目標達成行動 に深 い 関係 を持 つ 心理的

要因で ある 自己統制感 （内的 一外 的統制感） と自

己 教 育 性 の 2 つ の 側 面 か ら 把 握 す る こ と と し

た」
注 2｝

と して い る．

　我 々 も組織風土 ・個人属性 の 定義は
，

上 記定義

を用 い て調査を行 い ，議論を進 め る．

3．調査の概 要

3・1．調査方法

　情報技術導入 の現状や 利用者の 意識 などは 各々

の 企 業に よ っ て 様々 で ある と考えられ る．そ こ で ，

調査対象 を特定 の 企業 に 限定する の で は な く，で

きるだ け多様な企 業を調査対象とす る た め
， 今回

は大阪工 業大学経営工 学科の OB に ア ン ケ
ー

ト調

査 へ の協 力 を依頼 した。調査の 方法は郵 送法 で あ

り， 調査 時期 は 1998 年 7 月か ら 9 月で あ っ た （以

後 98 年調 査 とす る ）．586人 に 依頼 し ， 回収 は

196件で あ り，回収率は 33．5 ％ で あ っ た ．なお有

効回答数 は 188 件で あ っ た ．こ の 中で グ ル ープ ウ

ェ アや イ ン トラネ ッ トを利用 して い る と い う回答

は 147件で あ り，電 子 メ
ー

ル の み利用 して い る と

い う回答は 10件，い ずれ も利用 して い ない と い う

回答 は 31 件で あ っ た．

　 また ， よ り最 近の 状況 を把握する ため
，
2002 年

1 月に 摂南 大学経営情報学部 の OB を中心 に 98年

調査 と同 じ調査 を イ ン ターネ ッ トと配票調査 法 を

用 い て行 っ た （以後 02 年調査 とす る）．有効回答

数は 140件で あ っ た．内訳は グ ル
ープウ ェ ア や イ

ン トラネ ッ トを利用 して い る と い う回答 は 134件

で あ り，電 子 メ
ー

ル の み利 用 して い る と い う回答

は 5件 ，
い ずれ も利用 して い な い と い う回答は 1

件で あ っ た．

　本研 究で は こ の 内 ， グ ル ープ ウ ェ ア や イ ン トラ

ネ ッ トを利用 して い る とい う回答 t98 年調 査の

147件 と 02 年躙 査の 134件 を 中心 に 分析 を行 う．
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3−2．調査 内容

　ア ン ケ ー ト調査 票
注3）

は ，（1）情報 共有化 の 現

状，（2）情報共有化に よる変化 ， （3）情報共有の

促進 ， （4）情報 共有 の 障害要因 ， （5）組織風 土 ，

（6）個 人 属性，（7）プ ロ フ ィ
ー

ル に つ い て の 調査

項 目か らな る．なお本研 究で用 い る組織風土 ・個

人属性 の 調査 は 前掲 書［ll］に お ける調査方法の 各

20問の 計 40 問 を用 い て 実施 した ．

4． 情 報 共 有化 に よ る変 化 に つ い ての

　　グル ー プ 分 類

4−1．分析方法

　 グル ープウ ェ アや イ ン トラネ ッ トを利用 した電

子情報の 共有化 に よる 変化 に 関す る 98年調 査の

デ
ー

タに基づ き， 被調査者 の グル ープ分け を行う．

　 まず 98 年調 査の 情報共有化 に よ る 変化 に 関す

る 質問項 目 ， す なわ ち 「業 務処 理の ス ピー
ド」，

「意思決定 の 迅 速化」，「権限 委譲」，「ア イ デ ア創

造 の 業務 の 割合」，「自 ら判断す る業務」，「他 部署

と協 力 して 行 う仕事」，「従業 員の 能力発揮」，「人

事評価 な ど に お け る公 平 さ」，「職場 の 活性 化」，

「上 司 と部下 の 距 離感」， 「職務 へ の 満足度」，「会

社 に対 する帰属意識」，「目的 ・理 由の 明確化」の

13項 目に対する 回答デ ータ に 数量化理論 1皿類 を適

用 し分析す る ．各項 目は 3 つ の 選択肢 をもっ て い

る が ，分析精度を高め る た め
， 「肯定的」 と 「否

定的 ・変化無」 の 回答の 2 つ に分 け ， 合計 26 の カ

テ ゴ リに対 して数量化理 論 皿類 を適用 した． さら

に，被調査者の グル ープ分 けを客観的 に行 うため ，

数量化理論 皿類 に よる分析 か ら得 られ た 第 3 軸ま

で の サ ン プル ・ス コ ア を利用 して，ク ラ ス タ分析

（こ こ で は ウ ォ
ー ド法 を利用）を適用 した［12］．な

お数量化 理論 皿類 に よる分析 にお け る第 3軸 ま で

の 累積寄与率 は 46．1 ％ で あ っ た ．

4−2．分析結果

　 ク ラ ス タ分析の 結果 ， 2 つ の ク ラ ス タが求め ら

れ た ，2 つ の ク ラ ス タ と情報 共有化 に よ る 変化項

目 との ク ロ ス 集計結果 （表 1参照 ）よ り，ク ラ ス

タ 1にお い て は多 くの 質問項 目に お い て肯定的回

答の 選択肢 が
，

ク ラ ス タ 2 に お い て は 反対に多 く

の 質問項 目にお い て否定的 ・変化無 とい う選択肢

の 割合 が高 い こ と よ り，ク ラ ス タ 1 を肯 定 グ ル ー

プ と し，クラ ス タ 2 を否定 ・変化無 グ ル ープ と呼

ぶ こ と に す る．

　追加の 02 年調査デ
ー

タ に つ い て も同 じ分析方

法で グ ル ープ分 けを行 っ た 結果 ， 98 年調査の 結果

と同様 に，肯定 グ ル ープ と否定 ・変化無 グ ル
ープ

の 2 つ の グ ル ープ に 分 け られ る こ とが 判 明 した

（表 1参照）．な お数量化理 論 皿類に よる分析 にお

ける第 3軸 まで の 累積寄与 率は 46．0 ％ で あ っ た ．

5．各 グル ー プの 情報共有化分析

5−1．分析 方法

　4−2 で求め られ た肯定 グ ル ープ （サ ン プル 98 年

調 査 104件 02 年 調査 42 件），否定 ・変化 無 グ ル

ープ （サ ン プル 98 年調 査 43件 02年調査 92件）

の 特 性 を見 る た め に ， 「日頃利 用 の 電 子情 報」，

「情報 共有化の 促 進策」，「情報共有化 の 障害要因」

な どの 情報共有化の 諸側面 と 2 つ の グ ル ープ と の

関係 を求め
， 比較 ・考察 を行 う．

5−2．分析結 果 と考察

　各グ ル ープの 日頃利用 の 電子情報を図 1に示す．

サ ン プ ル 数は両 グ ル ープ合わせ て 98 年調査で 147

件，02 年調査 で 134件で あ り，調査項 目は複数回

答で あ る ．図 1の 棒 グ ラ フ は人 数 を，折 れ線 グ ラ

フ は ％ を示 す．図 1 よ り， 両 グ ル ープ に お い て 電

子情報 は 「個人間の連絡」や 「社内通達」 な どの

た め に 活発に 利用 して い る が
， 否定 ・変化 無 グ ル

ープで は 「新 商 品 ア イデ ア」，「成功 事例 ノ ウ ハ

ウ」，「旅費精算」 な どの デ ィ ス カ ッ シ ョ ン デ ータ

ベ ース や ワ ーク フ ロ ーシ ス テ ム の 利用 率が 低 い ．

また，「業務 ノ ウハ ウ」や 「成功 事例 ノ ウハ ウ」 な

どの デ ィ ス カ ッ シ ョ ン デ ー タ ベ ース の 利用率 は肯

定 グル ープ と否定 ・変化無 グ ル ープ の 間に大 きな

差が 見 られ る ．この ことか ら肯定 グ ル
ー

プ はデ ィ

ス カ ッ シ ョ ン デ
ータ ベ ース をは じめ とす る情報の

共有化 が否定 ・変化無 グ ル ープ に比 べ て 進 んで い

る と い える ．
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表 1　クラ ス タ と情報共 有化 に よる変化 に 関 す る質問項目の ク ロ ス 隻計衷

クラスタ1 クラス タ22 値 ＊1P 値＊2
肯 定 10219

業務 処 理 の

ス ピー
ド

98年 調 査
否定 ・変化 無 22457 ．0410 ，000

02年 調 査
肯定 7541
否定 ・変化無 17 15 ．ll60 ．Ol2

98年調 査

’』宀
目 疋 698

意 志 決 定 の

　迅速化

否 定 ・変化無 353525 ．9180 ．000

02年調 査
肯定 2835
否 定 ・変化無 64730 ．3030 ．000

98年調 査
肯定 360

権 限 委譲
否 定 ・変化 無 684317 ．8850 ．000

02年 調 査
肯定 1315

否定
・
変化無 79267 ．3510 ．005

肯定 347
ア イ デ ア 創造 の

　業務の 割合

98年 調 査
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図 2　各グル ープの 情報共有化 の 促進策

　各グ ル ープの情報共有化 の促進策を図 2 に示 す。

図 2 の 棒 グラ フ は 人数を
，

折れ 線グ ラ フ は ％ を示

す．図 2 よ り， 肯定 グ ル ープ で は 「情報発信 や情

報入力の 義務付 け」や 「意識変革の た め の教育」

が 高い 割合 で実施 され て い るが ， 否定 ・変化無 グ

ル
ープで は情報共有を促進する た め に 「特に 何 も

して い ない 」 と い う回 答の 割合が 高 く，そ の 消極

的対応が表れ て い る，
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　各グ ル
ー

プ の 情報 共有 化の 障害要 因を図 3 に示

す ．図 3の棒 グ ラ フ は 人 数を
， 折れ 線 グラ フ は ％

を示す．た だ し ， 情報共有化 の 障害要 因に つ い て

は情報共有化 に ス ム ーズ に対応 して い ない と答 え

た 回答者 （98年 調査 67件 02 年調査 30件）の み

か ら の 回答で あ り，3 つ ま で の 選 択回答 で あ る ．

図 3 よ り，情 報共 有 化の 障害 要 因 と して は ，否

定 ・変化無 グ ル ープで全 て の 質問項 目で 肯定 グ ル

ープに 比 べ 同 じか 高 い 傾 向が 見 られ る ．そ して ，

両 グ ル ープ に おい て 「教 育訓練 の 不 十分 さ」 を挙

げて お り， 図 2で示 した よ うな
ll

青報共有化の 促 進

策と し て の 意識 変革の た め の 教育や ，従業員 の 情

報 リ テ ラ シ ー向上 の ため の 教育が 求め られ て い る

と い える． また ，「必要 とす る情 報が少 な い 」 と

い う回答は
， 肯定 グル ープで は少な い の に 対 し否

定 ・変化無 グ ル
ー

プ で は高 い 結果 と な っ て い る．

　こ の ような否定 ・変化無グ ル
ー

プ の 結果 は 以前

に 行 っ た我々 の 調査研究 ［13］にお ける イ ン タ ビ ュ

ー調 査な どを合 わせ て 考察する と，グ ル
ー

プ ウ ェ

アや イ ン トラ ネ ッ トの 導入初期や 導入過程 の 途 中

で あ る と も考 え られ
， 情報 の 入力 に対 して 何 らか

の レ ス ポ ン ス を与 える など で 従業員 の モ チ ベ ー
シ

ョ ン低下 の 防止や ，
一

人
一

台体制な ど の 情報 イ ン

フ ラ の 整備 も重要 であ る と考え られ る．

　こ れ らの 分析に よ り，
98 年調査 と 02 年調査 に

お ける肯定 グル ープと否定 ・変化無 グ ル ープの 特

性 は ， ほ ぼ同 じ結果 と なる こ とが 判明 した ．

6． 各グル ー プの 組織風 土 ・個 人属性 診断

6−1．分 析方法 と用語の 定義

　肯定 グ ル ープ
， 否定 ・変化無 グ ル

ープの 特性を

組織風 土 と個 人属性の 諸側面 か ら調 べ る ため に
，

組織風 土 ・個人属性診 断 をもとに ， 前掲書 ［ll］の

調査 ・分析方法に 基づ き分析 を行 っ た．

　まず，本分析で使用する Do 因子 ・PDS 因子 ・自

己統制感尺度 ・自己教育性尺 度の 定義を示す［11］．

　Do 因子 と は ，伝統 性因子 と も呼 ば れ，因子 得

点が低 い ほ ど伝統 的で 封建的と もい え る組織の 体

質を示 し権威 的な指導中心型の 組織で ， 組織構成

員の 参加 度の 低 い 閉 じた組織心 理 的 特徴 を現 して

い る因子 であ る．
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　PDS 因子 とは ，組織環境因子 と も呼ばれ
， 因子

得点が高 い ほ ど物理的 ・心理的環境に 恵まれ ， 活

動 に対 す る 明確な計画が示 され ， 指導者 の 目が 行

き届き ， 組織構成員の 参加度が高 く開かれた
， 民

主的 な組織心理的特徴 を示 して い る因子で あ る．

　自己統制感尺度 とは
， 気力が 充実 し ， 自己 を統

制で きる力 を持ち合わ せ て い る か ど うか を診断す

る もの で
， 尺度得点が低 い 範囲を内的統制型 （自

律型 ），高 い 範囲 を外的統制 型 （受動 型） と した

尺度」で ある ．た だ し前掲書 の 診断で は 自己統制

感尺 度の 得点が低 い とき ， 自己統制感が 強い （自

律型） と判断する よ うな診断 とな っ て い る点 に 注

意が 必要で ある ．

　自己教育性尺度 とは，従業員が 仕事に対 し自発

的 ・自主的 に 課題 に 取 り組み ，必 要な らば上 司の

助言 や指導 を求め つ つ ，そ の 達成 に努め ，結 果 を

自分 な りに反省 し，次の ス テ ッ プへ とつ なげて い

くとい う， 心構 えと意欲 を身に付け て い るか ど う

か を診断する もの で ，尺度得点が高 くな る ほ ど ，

気持 ちが安定 して 前向きにが んばろ うとい う状態

であ り， 自己成長や 自己啓発力 も高 い と解 釈で き

る尺度で ある．

6−2．分析結果 と考察

　組織風土の 診断 （図 4 参照） よ り， そ れ ぞれの

調査 デ
ー

タお よび そ れ ら を統合 した デ
ー

タ の 合計

の 分析 結果 を実態平均値 と して み る両 グ ル ープの

相対評価 は，実態平均値 に比べ 肯定 グ ル ープが右

上 に位置 し ， 否 定 ・変化無グ ル
ープが左下 に位 置

する結果 とな っ た．

　質問項 目別の 特徴 を見てみ る と， Do 因子 で は
，

「変化 よ りも伝 統が 重ん じ られ る」，「感 じた こ と

を率直に 表現 して い る」，「管理者が 溶け込 もう と

して い る」， 「気軽 に 話 し合える」，な ど の 項 目 に

お い て 肯定グ ル
ープの 得点が 否定 ・変化無 グ ル ー

プ の 得点 よ り高 い 結果 で あ っ た．PDS 因子 で は，

「必 要な用具 や設備 は整 っ て い る」，「ミーテ ィ ン

グは仕事に い か されて い る」などの 項 目にお い て，

肯定グ ル ープの 得点が否定 ・変化無グ ル ープの 得

点 よ り高 い 結果で あ っ た ．
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　す なわ ち前掲書［ll］の 診断に よれ ば，　 Do 因子得

点 PDS 因子得点 と もに 高 い 肯定 グル ープ は
， 「強

制的 な雰囲気 は 少 な く，自律性 に基づ く実務 遂行

の 機能が うまくい っ て い る状 況で
， 無用 な圧 迫感

が な く，
メ ン バ ー

はや りが い を持 っ て 活発 に行動

で きる組織風土」 とい う傾向がみ られ る．い わ ゆ

る伝統 自由 ・組織 活発型 で あ る，また
，
Do 因子

得点 PDS 因 子 得 点 ともに低 い 否定 ・変化無 グ ル

ー
プ は

， 「強制 ・命令 ・圧 迫が 強 く，
マ ネジ メ ン

トが機能 して い ない ．否定的 な根性論 が支配的で，

封建的色合 い が 濃 く， 計画 もフ ォ ロ ーもない 組織

風 土」 と い う傾 向 がみ られ る ．い わ ゆ る 伝 統 強

制 ・組織不活発型 で あ る．

　個人属性 の 診断 （図 5参照）よ り， それぞれの

調査デ
ー

タお よびそれ ら を統 合 したデ
ー

タ の 合計

の 分析結果 を実態平均値と して み る両 グ ル ープ の

相対評価 は
， 実態平均値 に比 べ 肯定 グ ル ープ が 右

上 に位置 し，否定 ・変化無グ ル ープが左 下 に位置

す る結 果 とな っ た．

　質問項 目別の 特徴を見て み る と，自己統制感尺

度で は
， 特 に 「自己統制」項 目の 肯定 グル ープ得

点が 否定 ・変化無 グ ル
ープ得点 よ り低 い 結果 で あ

っ た．また
， 自己教育性尺度で は

， 全体的 に肯 定

グ ル
ープの 得点が否定 ・変化無 グ ル

ープの 得点 よ

り高い 結果 で あ っ た．

　す なわ ち前掲書［11］の 診断に よれ ば，自己統制

感尺度得点が低 く自己教育性 尺度得点が高 い 肯 定

グ ル
ー

プ は
， 「自己成長傾 向が 高 く， 自己統制力

が 強 い 傾 向 （内的統制型）の 成長思 考努力型で あ

る 」 とい う傾 向が み られ る ．自己統制感尺度得点

が 高 く自己教育性尺度得点が低 い 否定 ・変化無 グ

ル ープは
， 「自己成 長傾向 は低 く， 自己統制力 が

弱 い 傾 向 （外 的統制型 ）の 無 目的楽観型 で ある 」

とい う傾 向が 見 られ る．

7． 考　察

　今 日の 情報技術は生産や 管理 の 幅広 い 分野で利

用 され
，

生 産方式や 作 業の 仕方 ， さ ら に は 管理 上

の意思 決定の 仕方 まで に も影響 を及ぼ して い る 。

そこ で 本研究 で は
， 社 会技術 シ ス テ ム 論 つ ま り新

しい 技術の 導入 に際 し従来の 作業組織を見直す こ

と に よ り， 技術 シ ス テ ム の 高 い 効率 を維持 しなが
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ら同時 に社 会 シ ス テ ム にお ける従業員 の 満足 を達

成す る こ と を 目的 とす る との 視点に立 ち．情報技

術 と組織風 土 ・個 人属性の 相互関係 を実証 デ
ー

タ

に 基づ い て 分析 し検討 した ．

　本研 究で 意識 して い る グ ル ープ ウ ェ ア ・イ ン ト

ラ ネ ッ トな どの情報技術利用 に よる電子情報 の 共

有化 をス ム ーズに進め るた め に は
， 情報発信 や情

報入力 を義務付 ける こ とな ど に よ っ て ，情報発信

をス ム ーズ に行 える 文化 を整 える事が 前提 と な る

で あ ろ う．さらに その うえで全社的に何を 目指 し

て い る の か ，電子情報の 共有化が経営的 に ど の よ

うな意味 を持 つ の か な ど の 情報共有化の 目的や理

由を明確 にする こ とや ，意識変革 の ための 教 育が

求め られ る ．また
， 情報発信者に対 して はそ れ に

対す る何 らかの レ ス ポ ン ス を与 える こ とで モ チ ベ

ーシ ョ ン の 低下 を防ぐこ と にな り情報共有の 活性

化 に つ なが る こ とが 明 らか に な っ た．

　
一方，電子 メ ール の み の 利用や ， 電子 メ ール や

グ ル
ー

プ ウ ェ ア ，イ ン トラ ネ ッ トを利用 して い な

い 回 答 （98 年 調 査 41 件 02 年調査 6 件）で は ，

電子 化 し共有 した い 情報 は ，社 内通達や 個人間の

連絡 ， 業務 マ ニ ュ ア ル などで あ り，実際情報技術

を導入 して 共有化 して い る他企業 と同様 な電 子情

報が 多 く見 られ た ．また
， 導入 されて い な い 理 由

と して は，
一

人
一

台体制の不完備 や ， 情報共有化

に よ る 効果の 不透明性 ， 組織構成員の 情報 リテ ラ

シ
ー

の 低さが挙げ られ てお り，前述 したよ うに情

報 イ ン フ ラ
， 情報共有化 の 理由や 目的 の 明確 さが

重要で あ る と考 え られ る．

　組織風 土 の 分析 にお い て は，肯定 グ ル ープは ，

伝統 自由 ・組織 活発型の 組織風土 で ある傾 向が み

られ ， 否定 ・変化無 グル ープは ，伝統強制 ・組織

不活発型 の 組 織風 土 で ある傾 向がみ られ た ，また
，

電 子 メ ール の み の 利用 や ，電子 メ ール や グ ル ープ

ウ ェ ア や イ ン トラ ネ ッ トを利用 して い な い 回答は ，

実態 平均値 の 比較 （図 4参照 ） にお い て
，
Do 因

子 PDS 因子 と もに 実態平均値 よ り低 い 得点 と な

り，伝統強制 ・組織不活発型の 組織風土 で ある傾

向が み られ る こ とか ら も，情報技術 を活発に利用

して い る グル ープの 方が あま り利 用 して い な い グ

ル ープよ り，好 ま しい 組織風土で あ る こ とが明 ら

か に な っ た ．

　個 人属性の 分析 にお い て は ，肯定 グ ル ープは
，

成長志向努力型 で ある 傾 向が み られ
， 否 定 ・変化

無グ ル ープは ，無 目的楽観型で ある 傾向が み られ

た． また
， 電子 メ ール の み の 利 用や ，電子メ

ール

や グ ル
ープウ ェ ア，イ ン トラ ネ ッ トを利用 して い

な い 回答 は
， 実態平均値の 比較 （図 5 参照）に お

い て ，実態平均値 よ り自己統 制感 尺度得 点 は 高

く， 自己教育性 尺度得点 は低 い 結果 とな り， 無 目

的楽観型で あ る傾 向がみ られ る こ とか ら も，情報

技術 を活発 に利用 して い る グル ープ の 方が あ ま り

利用 して い ない グ ル
ー

プ よ り，好ま しい 個人属性

の 傾向で ある こ とが 明 らか に な っ た ．

8． お わ りに

　本研 究 の 分析結果 か ら，情報 共有 化に よる変化

は 2 つ の グ ル
ー

プ，す な わ ち肯定的 グ ル ープ と否

定的 ・変化無 グ ル ープに分類で きる こ とが 明 らか

とな っ た． こ の こ とは 2 つ の 調査 どち ら に お い て

も同 じ結果が得 られ た こ とか らも分類方法 として

有効で あ る と考え られ る ．さ ら に
，

そ れ ぞ れ の グ

ル ープ の 分析か ら，情報技術の 利用 に よる電子情

報の 共有化 をス ム ーズ に進め る た め に は
， 意識変

革の ための 教育 が求 め られ て い る こ とが 明らか と

な っ た．また，組織風土 の 分析 の 結 果 ， 自由な組

織風土で 組織が 活性化 して い る と き，情報技術が

活発 に 利用 さ れ
， 個 人属性の 分析の 結果 ，

自己成

長傾向が 強 く自己統制力が 強 い 成長 志向努力型 の

と き， 情報技術 が活発 に 利用 され て い る こ とも明

らか とな っ た ．

論文執箪の分担 に つ い て

　基 本構 想お よび調査 を両 者で検討 ・作 成 した．

分析 お よ び文章 の 執筆 を羽 石が 行 っ た後 ，宇井 が

検討 を加えて完成 させ た ．

注 1

　羽 石 ら［11ユは，組織風土 の 定義 の 中 で 「行動基準」 と

して い る が 文脈や 先行研 究な ど を考え る と 「行動規準」
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とする方が 良い と考え ら れ る．行動規準と は行動規範 で

あり，組織成員が い か に 行動するべ きか 暗黙 の ル
ー

ル や

組織 の 雰囲気に 関 わ る も の で あ る．統合 と は組織 の 持 つ

様 々 な 特性 に 対す る 組織成員個 々 の 知覚 の 集約 で あ る．

注 2

　羽石 ら［ll］は，内的統制型 （統制可能型）は自分が
一

生懸命努力 した り，能力発揮が で きれば成功 をもた らす

こ とが で きる とい う信 念が 強 く，そ の 達成 に 向 け て 意識

的 に 取 り組 む．つ ま り，努力 と成果 の 関連性 を強 く信 じ

る タ イ プ で あ る，外的統制型 （統制不可能 型 ） は 自分 の

力 で は 成果 が 得 られ る わ けがない と信 じる こ とか ら， 努

力 や 能力 に は期待 せ ず ， 他力本願 に なる タ イプで あ る と

して い る．

注 3　情報共有 に 関す る 調査 ア ン ケ
ー

ト

※　紙 面 の 都 合 上 ，
一・

部 分 の 掲 載 と す る．

※　 組 織 風 土 ・個 人 属 性 の 調 査 票 は 経 営 組 織 診 断 理 論

　　と技法［11］の 調査票 を用 い た の で 省略 す る．

（1）情報共有化の 現状

1．あな た の 会社 で は電 子 メー
ル を 利用 され て い ます か ？

　   利 用 して い る　  利用 して い な い

2．あ な た の 会社 で は グ ル
ープ ウ ェ ア や イ ン トラ ネ ッ ト

　 を利用 して い ます か ？

　   グ ル
ープ ウ ェ ア もイ ン トラ ネ ッ トも利用 して い る

　   グ ル
ープ ウ ェ ア だ け利用 して い る

　   イ ン トラ ネ ッ トだけ利用 して い る

　   どちらも利用 して い ない

3．あなた の 会社 で は 次 の よ うな情報 に つ い て 電子 メー

　 ル
・グ ル

ープ ウ ェ ア ・イ ン トラ ネ ッ トに よ る 電 子 化

　 さ れ た 情報 を利 用 して い ます か ？ 日頃あ な た が 利 用

　　し て い る もの の 番 号 を す べ て お 答 え 下 さ い ．

　   個 人 間 の 連絡   社 内通達　  従業員名簿　  従

　 業員 の 行動予定   会議室予約　  営業 日報　  売

　 上 情報   生 産 ・
在庫情報   新商 品 ア イ デ ア 　 

　 旅 費精算   業務 マ ニ ュ ア ル 　  業務 ノ ウハ ウ　  成

　 功事例 ノ ウ ハ ウ

（2）情報共有化 に よ る変化

　電子情報の 共有化 が進む こ と に よ っ て ，次 の 事項 は 以

前 と比 べ て どの よ うに 変化 して い る と思 わ れ ます か ？

4．業務処理 の ス ピー
ドが

　   速 くな っ て い る　  遅 くな っ て い る　  変化な し

5．意思決定 の 迅速化 が

　   進 ん で い る　  進 ん で い な い 　  変化な し
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6．権限委譲 が

　   進ん で い る 　  進 ん で い ない 　  変化 な し

7．ア イ デ ア 創造 の 業務 の 割合が

　   増 え て い る　  減 っ て い る　   変化な し

8．自ら判 断す る 業務が

　   増 え て い る　  減 っ て い る　  変化な し

9．他部署 と協力 して 行 う仕事 が

　   増 え て い る　  減 っ て い る　  変化 な し

lO．従業員 の 能力発揮が

　   や りや す くな っ て い る　  や りに くくな っ て い る

　   変化 な し

11．人事評価な ど に おける 公平 さが

　   感 じら れ る　  感 じら れない 　  変化 な し

12．職場 の 活性化 が

　   進 ん で い る　  進 ん で い ない 　  変化 な し

13．上 （上司〉下 （部 下 ）の 距離感 を

　   身近 に 感 じて い る　  遠 く感 じて い る　  変 化 な

　 し

14．職務 へ の 満足度が

　   高 ま っ て い る　  低下 して い る　  変化 な し

15．会社に対す る帰属意識 が

　   高ま っ て い る　  低下 して い る　  変化 な し

（3）情報共有 の 促進

16．なぜ 今，情報 の 共有化 を しなけれ ば ならない の か ，

　 その 目的 ・理由が 明確 に なっ て い ます か ？

　   明確 に な っ て い る 　  明確 に な っ て い な い 　  わ

　 か らない

17．情報共有 を促進す る た め に あなたの 会社 で は どの よ

　 うな方策が取 られ て い ます か ？該当する もの の 番号

　 をお 答え下 さ い ．（複数選択 可 ）

　   変革の た め の 教育

　   1青報 発 信 や 情 報 入 力 の 義 務 づ け

　   情報発信 や 情報入力者 に 対 す る プ ラ ス 評価

　   情報発信 しな い 人や 情報入力 しない 人 に 対 す る マ

　 イ ナ ス 評価

　   特 に 何 も して い な い

〔4）情報共有の障害

18．あ な た を含め，同 じ職場 の 人 は ，情報 の 共有化に ス

　 ム
ーズ に 対応 して い る と思 い ま す か ？

　   対応 して い る　  対応 して い な い   わ か ら な い

19．情報 の 共有化 に ス ム
ーズ に 対応 して い な い 理 由は 何

　 だ と思 い ますか ？3 つ 以内 で お 答え下 さ い ．

　   情報共有 シ ス テ ム の 使用方法が 難 し い か ら

　   教育訓練が不十分 だか ら
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  情報共有化 の た め の 情報イ ン フ ラ が 不十分だか ら

  情報共有化 に よ る メ リ ッ トが 感じ ら れ な い か ら

  情報を共有化する こ とに よ っ て 仕事 の 量 が 増 え
，

負担を感じ る か ら

  必要 と す る情報が少な い か ら

  プ ラ イ バ シ ーが 侵害さ れ て い る と感 じる か ら

  情報 を入力 して もそ れ に対する 応答が 少な い か ら

  トッ プの リ
ーダー

シ ッ プ が 不足 して い る か ら
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